
第１節  教育・保育に関する計画

施策展開・具体的施策（Ｐ） 計画実施状況（Ｄ） 計画達成評価（Ｃ） 今後の取組み・改善事項等（Ａ）

（１）区域の設定

  子ども・子育て支援事業計画においては、
地域の実情に応じて保護者や子どもが居宅よ
り容易に移動することが可能な区域（教育・
保育提供区域）を設定することとしており、
計画では、区域内にバランスよく施設が配置
されている現状から、教育・保育提供区域
は、市貝町内を１区域として設定している。

（２）保育の必要性の認定

  保育の必要性の認定については、保育を必
要とする事由、保護者の就労時間、その他優
先すべき事情などを勘案し、総合的に判断を
行う。

（３）教育・保育に関する量の見込み及
び確保内容

  保護者の就労の多様化や核家族化により、
低年齢児の保育ニーズが高くなっていること
から、需要に応じた提供体制を確保する。

（４）教育・保育の一体的提供及び教
育・保育の推進体制の確保

  就学前の子どもに対する質の高い教育・保
育の提供を推進するため、研修や各施設相互
の交流等を推進するとともに、幼保小連絡会
を中心に、関係職員が連携し、共通理解を図
ることで、小学校就学を見据えた教育保育の
連続性・一貫性を確保する。
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  計画どおり、町内を１区域として設定
している。

3

  平成31年度の次期計画の策定段階にお
いて、ニーズ調査結果や人口構造、地域
特性等を分析し見直しの必要性について
検討を進めていく。

  計画どおり、保育の認定にあたって
は、計画に定める保育を必要とする事
由、優先すべき事情を勘案し、総合的に
認定判断を行っている。 3

  引き続き、公平・公正な保育認定に努
める。

3

  計画どおり、平成27年度の赤羽保育園
新築に合わせ利用定員を増やすととも
に、幼稚園から認定こども園への移行を
推進するなど、ニーズに応じた教育・保
育を提供しており、待機児童は発生して
いない。

  平成31年度の次期計画の策定段階にお
いて、ニーズ調査結果等を踏まえ、適切
な需要を見込むとともに、受け皿となる
施設の利用定員の確保に努めていく。

  幼保小連絡会議を年に2回開催し、幼保
小間の共通理解を深めるとともに、円滑
な小学校就学を支援している。幼保小間
の教諭等相互の保育・授業参観や子ども
たちの交流事業も行い、小学校就学を見
据えた事業に取り組んでいる。また、就
学支援シートを活用した円滑な就学を支
援している。

3

  今後も幼保小間の連携強化を図り、子
ども一人ひとりに適した就学支援を推進
することで教育・福祉の振興に努める。
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（５）産後・育児休業明けのスムーズな
保育利用のための方策

  育児休業中の保護者に対してきめ細かな情
報提供に努めるとともに、計画的な教育・保
育施設の整備に取り組む。

（６）子どもに関する専門的な知識や技
術を要する支援に関する県との連携

  児童虐待防止やひとり親家庭の自立支援、
障害児など特別な支援が必要な子どもの施策
の充実については、県の施策との連携を図る
とともに、各種研修会に参加することによ
り、職員の能力向上に努め、実情に応じた子
育て支援を展開する。

  育児休業明けの保育等の利用について
は、概ね保護者の希望に沿った利用調整
を図ることができている。 2

  育児休業明けの年度途中入所を想定
し、各保育施設等と連携しながら中長期
的な入所定員の管理に努めていく。

  児童相談所をはじめ、各関係機関と連
携し、児童虐待防止・早期発見に取り組
むほか、ひとり親家庭の自立支援につい
ては、県の就労相談事業や貸付相談事業
につなげるなど連携を図っている。ま
た、ひとり親家庭医療費助成事業や児童
扶養手当（ひとり親手当）の支給を通
し、ひとり親家庭の健康と福祉の増進を
図っている。

3

  今後も要保護児童対策地域協議会にお
ける児童相談所をはじめとした各関係機
関の連携強化を図り、こども一人ひとり
の実情に応じた子育て支援を推進する。


